
　文部科学省では2021年12月から翌１月にかけて、
大学生・大学院生を対象に、自ら枠を超えて行動を起
こし価値を創造する精神を養う「全国アントレプレ
ナーシップ人材育成プログラム」を実施しました。イノ
ベーション創出等に携わる10数人の大学教員が設
計・指導するプログラムをオンラインで提供。受講生
はグループワークを通じて、課題設定や仮説の立案・
検証などを実践しました。３日間集中の「コース１」、週
１回×８週間の「コース２」、定員計1050人に対し、応
募者は1368人。男女、学年、地域などにめだった偏
りはなく、全国にアントレプレナーシップ教育への潜在
的なニーズがあることを実感しました。
　民間への委託事業＊1とはいえ、文部科学省、しか
も高等教育局ではなく科学技術・学術政策局が直接
的に人材育成を行うというのは、過去にあまりなかっ
たかもしれません。ただ、日本のアントレプレナーシップ
育成が待ったなしの状況の中では、私たちも進んで

「ことを起こす」必要があると考えました。
　アメリカ・バブソン大学がその教育の歴史を100年
以上積み重ねるなど、欧米ではアントレプレナーシップ
が専攻や学位として広く認められています。日本は
Society 5.0という大きな社会変革を志向しているに
もかかわらず、「自分で国や社会を変えられると思う」と
考える人材が他国と比べて著しく少ない＊2のが現状
です。ようやく10年ほど前から、高等教育界でこの分
野が注目され出したものの、意義を理解する教員や教
えられる教員が少ない、教育後に成果を発揮する道
筋が整備されていない、といった課題を抱えています。
　今回のプログラムは、より多くの大学に広げるため
の検証事業という位置付けです。現在、参加した学
生、実施に協力いただいた大学教員、プログラムを傍
聴した大学教員らへの調査や意見交換を行ってお

り、その結果をふまえ、今後もアントレプレナーシップ醸
成を支援するプログラムを展開したいと考えています。

　本省のアントレプレナーシップ教育施策は、若手研
究者や大学院生の起業を支援する「EDGE」＊3、コン
ソーシアム単位でアントレプレナーシップやベンチャー
創出力を育てる「EDGE-NEXT」＊3と、徐々に対象
者、育成する力の幅を広げてきました【図表４】。並行
してイノベーションを生み出す拠点の形成も支援して
おり、「スタートアップ・エコシステム形成支援」の拡充
を予定しています。今後は、本教育の標準的なプログ
ラムを開発するとともに、エコシステム拠点都市＊4をそ
の実践の場にしていく構想を持っています。
　さらに、地域の中核大学を地方創生の駆動力にす
べく、総合科学技術・イノベーション会議にて、各省庁
がバラバラに行ってきた支援事業を一括で提供する

「地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ」
を２月に策定しました。
　起業と相性のいいデータサイエンス教育が全国の
大学に根付き始めており、これをビジネスにつなげた
いと考える学生は今後増えるでしょう。また、初等中等
教育が取り組む探究学習も、主体的に課題解決に
挑む姿勢がアントレプレナーシップと通じます。これら
の教育の推進にあたっては、スタートアップ・エコシス
テム拠点都市や、中核大学等を軸とした大学間・高
大・地域連携によって特色を生かし合い、地域一体で
行う姿を思い描いています。
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【図表4】アントレプレナーシップ教育支援事業の流れと今後（検討中）

2020年度 2021年度 2022年度以降

取組成果の全国への普及、拠点都市間連携について検討中
全国のアントレプレナーシップ教育の実施状況調査等を実施予定

2022年度４拠点公募予定～2026年度

アントレプレナーシップ教育の全体像の検討

アントレプレナーシップの醸成、ネットワーク形成、実践的なアントレプレナーシップ教育

アントレ教育の指導教員の育成 実践的なアントレプレナーシップ教育

取材・文／児山雄介　撮影／荒川潤（P.11）、亀井宏昭（P.14、15）
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起業家的枠組みの条件に関するランキング（日本の順位）

国内大学のアントレプレナーシップ教育取り組み状況 ｎ＝598校

＊（一財）ベンチャーエンタープライズセンター「ベンチャー白書2020」を基に
内閣官房成長戦略会議事務局、経済産業省経済産業政策局が作成（2021年）

＊文部科学省科学技術・学術政策局 産業連携・地域振興課「アントレプレナーシップ教育の現状と取組について」（2022年）

アントレ教育に関わらず、大学卒業
までに広く身に着けるべき能力

【図表1】アントレプレナーシップ教育の全体像

【図表2】日本のアントレプレナーシップ教育の状況【図表3】起業家が日本で起業が
少ないと考える原因

失敗に対する危惧
（再チャレンジが難しい等）

身近に起業家がいない
学校教育

（勇気ある行動への低い評価等）
家庭教育

（安全・安定を求める親の思い等）
世間の風潮

（成功しても尊敬される程度が低い等）

その他

「最大の原因」を１つ回答
ｎ＝133社

＊（上部）GEM「Global Entrepreneurship Monitor 2019/2020 Global Report」 
＊（下部）文部科学省「令和２年度持続的・発展的なアントレプレナーシップ教育の実現に向けた教育
ネットワークや基盤的教育プログラム等のプラットフォーム形成に係る調査・分析調査報告書」（2021年）

未来社会像

既存組織 スタートアップ スモールビジネス＊

各専攻分野を通じて培う学士力
（中央教育審議会答申）

「生きる力、学びのその先へ」
（新学習指導要領）
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アントレプレナーシップの発揮
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多様な価値を認めウェルビーイングを達成するためのよりよい社会
一つの固定されたものではなく、常に考え続けていかなければならないもの

目指す人材 急激な社会環境の変化を受容し、新たな価値を生み出していく
精神（アントレプレナーシップ）を備えた人材の創出

研究成果の活用も含め、スタートアップやスモールビジネス、地域特有課題の解決など、創造したい
未来・解決したい課題に応じ、実際に事業を進めていくにあたり必要な様々な専門知識や機会を提供

未来創造や課題解決のために必要な汎用知識やスキルを提供すると共に、
それらを活用し、実現に向けた仮説検証ができる場や機会を提供

課題の発見力や共感力を育むことを入り口に、不確実性の高い環境下でも自身の持つ資源を超えて
機会を追求し未来創造や課題解決に向けた行動を起こしていくための精神と態度を学ぶ場や機会を提供

社会に存在する課題を自分事として捉える

コンピテンシーの形成段階

動機付け・意識醸成段階

社会実践段階

Education2030
「変革を起こす力のあるコンピテンシー」

（OECD）

　

アントレ教育の在り方予備検討（委託）
全国ネットワーク形成予備検討（2021年度当初予算）

EDGE-NEXT（2017～2021年度当初予算）

SCORE大学推進型（２０２０年採択：3機関～２０２４年）（2020～2024年度当初予算）

SCORE拠点都市環境整備型（2020年度補正予算） スタートアップ・エコシステム形成支援（2021年度採択：3拠点～2025年度）（2021～2025年度当初予算）
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定員を上回る学生の応募を
受け止めるしくみを整備したい

単独ではなく他機関と力を補い合い
地域一体で教育、実装を

＊1 有限責任監査法人トーマツ  ＊2 日本財団「18歳意識調査『第20回 -社会や国に対する意識調査-』」（2019年）  ＊3 正式名称は、EDGE：グローバルアントレプレナー育成促進事業  EDGE-NEXT：次世代アントレプレナー育成事業
＊4 「スタートアップ・エコシステム拠点都市」（内閣府）：［グローバル拠点］東京、名古屋・浜松、大阪・京都・神戸、福岡　［推進拠点］札幌、仙台、広島、北九州

＊NPOなども含む 

＊岸田文雄「私が目指す『新しい資本主義』のグランドデザイン」（（株）文藝春秋「文藝春秋」2022年2月号）
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